
記入例 使 用 者 ( 在 職 ) 証 明

国 土 交 通 大 臣 殿

日本自動車整備振興会連合会会長 殿

石川県自動車整備振興会技術講習所長 殿 氏 名 金 沢 次 郎
記載されている証明期間を年月単位で計算し記入 生年月日 昭和.４０年 ６月 ６日 生

入社時点の日付(西暦可) 退職時または書面提出日付

上記の者は、 昭和 ６０ 年 ４月 １ 日 から、 令和 １ 年 ５月 ２０日 まで

３４ 年 １ ヶ月の間、当事業場において、自動車の【 一 般・ タイヤ・ 電気装置・ 車 体 】

整備又は点検作業に主に従事していた事を証明します。 【 】内のどれかに○付け

但し、 従事した事業場は次の 番号 及び【 】内 を○で囲んだ業務内容 です。

１.自動車整備工場（二輪を含む） ２.タイヤ整備工場 ３.電気装置整備工場 ４.車体整備工場

上記１～４で認証工場の場合は下記《 》欄に 認証番号記入 ／ 認証対象作業範囲に○付け

認証工場の場合記入 《 石 第 １２３４ 号 ／ 分解整備 ・ 電子制御装置整備 》

５.一 般 給 油 所 【 点検整備の設備の 有 ・ 無 】

６.特 定 給 油 所 特定給油所番号記入欄 《 第 号 》 特定給油所の場合記入

７.自 動 車 の 【 メｰカｰ ・ タイヤメｰカｰ ・ 電装品メｰカｰ ・ 車体メｰカｰ 】

８.そ の 他 《 》

※ 下記、雇用保険については技術講習所の講習受講申込みの場合に必ず記入し、その写しを添付

なお、上記の証明された者は、現在、労働保険加入又は労災保険特別加入【 している

・ していない 】 【 】内 のどちらかに○付け 試験受験時の証明の場合は○付け不要

加入している場合は、その本人加入者番号記入 《 ５０００ - １２３４５６ - １ 》

試験受験時の証明時は記入不要

令和 ３ 年 １ 月 ２０ 日 証明内容を記入した日付

下記、事業者と従事事業場の所在地・名称が異なる場合、上下共に記入

所 在 地 石川県金沢市入江０丁目１２３
従事事業場

事業場名称 石川県自動車㈱ 金沢営業所

事業者と従事事業場の所在地・名称が異なる場合には上段も記載

所 在 地 石川県金沢市直江東１丁目２番地
事 業 者

名 称 石川県自動車株式会社
代表者印

事業主（代表者）氏名 石 川 太 郎

１．こ の 証 明 書 内 容 は 事 業 者 が 記 入 証 明 す る 事 。
２．上 記 事 実 に 虚 偽 が あ っ た 場 合 に は 、 取 消 処 分 を 受 け ま す 。
３．該当する事業場区分番号 及び【 】内を○で囲み、アンダーライン部を記入。
４．この確認書は、受験又は受講の資格確認のみに、上記の受取人が使用いたします。



使 用 者 ( 在 職 ) 証 明

国 土 交 通 大 臣 殿

日本自動車整備振興会連合会会長 殿

石川県自動車整備振興会技術講習所長 殿 氏 名

生年月日 . 年 月 日 生

上記の者は、 年 月 日 から、 年 月 日 まで

年 ヶ月の間、当事業場において、自動車の【 一 般・ タイヤ・ 電気装置・ 車 体 】

整備又は点検作業に主に従事していた事を証明します。

但し、 従事した事業場は次の 番号 及び【 】内 を○で囲んだ業務内容 です。

１.自動車整備工場（二輪を含む） ２.タイヤ整備工場 ３.電気装置整備工場 ４.車体整備工場

上記１～４で認証工場の場合は下記《 》欄に 認証番号記入 ／ 認証対象作業範囲に○付け

《 第 号 ／ 分解整備 ・ 電子制御装置整備 》

５.一 般 給 油 所 【 点検整備の設備の 有 ・ 無 】

６.特 定 給 油 所 特定給油所番号記入欄 《 第 号 》

７.自 動 車 の 【 メｰカｰ ・ タイヤメｰカｰ ・ 電装品メｰカｰ ・ 車体メｰカｰ 】

８.そ の 他 《 》

※ 下記、雇用保険については技術講習所の講習受講申込みの場合に必ず記入し、その写しを添付

なお、上記の証明された者は、現在、労働保険加入又は労災保険特別加入【 している

・ していない 】 【 】内 のどちらかに○付け

加入している場合は、その本人加入者番号記入 《 - - 》

令和 年 月 日

下記、事業者と従事事業場の所在地・名称が異なる場合、上下共に記入

所 在 地
従事事業場

事業場名称

所 在 地
事 業 者

名 称

事業主（代表者）氏名

１．こ の 証 明 書 内 容 は 事 業 者 が 記 入 証 明 す る 事 。
２．上 記 事 実 に 虚 偽 が あ っ た 場 合 に は 、 取 消 処 分 を 受 け ま す 。
３．該当する事業場区分番号 及び【 】内を○で囲み、アンダーライン部を記入。
４．この確認書は、受験又は受講の資格確認のみに、上記の受取人が使用いたします。


